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カテゴリー:県政一般 

 
令和６年度決算について 

  
〔 一 般 会 計 〕 

 

１ 決算規模・総括 
 

  歳 入 総 額   ２兆２,８４２億３千２百万円 

  歳 出 総 額   ２兆２,３３３億７千１百万円 

                           

 令和６年度の一般会計の決算は、前年度と比べ、歳入総額は７５４億円（＋３.４％）、

歳出総額は６６６億円（＋３.１％）の増となり、令和３年度、令和４年度に次ぐ過去３番

目に大きい規模となった。 

 歳入は、県税収入額が８,８４４億円と前年度比５％以上増加して過去最高を更新した一

方、新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫支出金が減少した。 

 歳出は、衛生費における新型コロナウイルス感染症対策関連事業の支出が減少した一

方、教育費や諸支出金などが増加した。 

 実質収支は４７４億円の黒字となった。 

 県債残高（全体）は減少し、県で発行をコントロールできる県債残高も減少した。 

 
 
２ 決算収支 

歳入歳出差引額（形式収支額） 

実 質 収 支 額 

 ５０８億６千１百万円    

４７３億８千６百万円 

 
第１表 収支状況 
                                                      （単位：百万円、％） 

区    分  令和６年度  令和５年度 増 減 額  増減率  

①予 算 現 額 2,394,132 2,327,045 67,087 2.9 

②歳 入 総 額 2,284,232 2,208,812 75,419 3.4 

③歳 出 総 額 2,233,371 2,166,780 66,591 3.1 

④歳入歳出差引額(②-③) 50,861 42,032 8,829 21.0 

⑤翌年度へ繰り越すべき財源 3,474 7,055 △ 3,581 △ 50.8 

⑥実質収支額(④-⑤) 47,386 34,977 12,410 35.5 

⑦前年度実質収支額 34,977 40,843    

⑧単年度収支額(⑥-⑦) 12,410 △ 5,866    

 ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 

会計管理課 
決算担当 芝崎・高橋 

直通 048-830-5735 
代表048-824-2111 内線 5736 

E-mail: a5750@pref.saitama.lg.jp 

令和７年８月８日 
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３  歳入状況 
 
（１）県 税 

 定額減税の影響などにより個人県民税（均等割・所得割）は減収となった一方、製
造業を中心に業績が好調だったことにより、法人二税が増収となった。また、物価高
等を背景に消費単価が増加したことに伴い、地方消費税が増収となったことなどによ
り、４５６億円（＋５.４％）増の８,８４４億円となり、３年連続で過去最高を更新
した。 
 また、納税率は９９.０％で最高記録を更新し、収入未済額は７７億円（△８億円）
で昨年度より減少した。 

  
 （２）地方特例交付金 
    定額減税の実施に伴う減収を補塡するため、定額減税減収補塡特例交付金の交付が

あったことなどにより、２０５億円（＋３９９.３％）増の２５７億円となった。 
 
（３）地方交付税 

 臨時財政対策債への振替額が減少したことや、社会保障関連経費の増加などによ
り、３３１億円（＋１２.３％）増の３,０２８億円となった。                            

 
 （４）国庫支出金 

新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫補助金の減少などにより、４２５億円 
（△１７.７％）減の１,９７５億円となった。 

 
 （５）繰入金 

新型コロナウイルス感染症対策推進基金からの繰入金が減少した一方で、財政調整
基金からの繰入金が増加したことなどにより、２３０億円（＋４７.２％）増の７１８
億円となった。 

  
 （６）県 債   

 土木債などが増加した一方で、臨時財政対策債が減少したことなどにより、２７８
億円（△１３.９％）減の１,７２３億円となった。 
なお、令和６年度末の県債残高総額は減少し、９１５億円（△２.５％)減の３兆 

６,２３７億円となった。 
また、臨時財政対策債・減収補塡債を除いた県でコントロールできる県債の残高も

減少し、９４億円（△０.５％）減の１兆７,６８０億円となった。 
 

第２表 歳入状況 
                                      （単位：百万円、％） 

区  分 
令和６年度 令和５年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

県 税 884,449 38.7 838,856 38.0 45,593 5.4 

地方消費税清算金 346,616 15.2 330,085 14.9 16,531 5.0 

地 方 譲 与 税 162,705 7.1 142,872 6.5 19,833 13.9 

地 方 交 付 税 302,833 13.3 269,766 12.2 33,067 12.3 

国 庫 支 出 金 197,459 8.7 239,976 10.9 △ 42,518 △ 17.7 

県 債 172,312 7.6 200,137 9.1 △ 27,825 △ 13.9 

そ の 他 217,858 9.5 187,120 8.5 30,738 16.4 

歳 入 合 計 2,284,232 100.0 2,208,812 100.0 75,419 3.4 

※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。



3/6 

４  歳出状況 
 

（１）款別歳出決算の状況 

ア 総務費 

 定年年齢の段階的引き上げに伴い、令和６年度は退職者数が増加したことによる退

職手当の増加（＋３４億円）や、財政調整基金への積立の増加（＋９０億円）などに

より、１５５億円（＋９.５％）増の１,７７９億円となった。 
 

イ 民生費 

 児童相談所の施設整備費の増加（＋２４億円）や、保育所等の運営費に対する負担

金の増加（＋４３億円）などにより、１７６億円（＋４.２％）増の４,３１４億円と

なった。  
    

ウ 衛生費 

医療提供体制の確保事業の終了など新型コロナウイルス感染症対策事業費が減少

（△２８０億円）したことなどにより、３４１億円（△３３.１％）減の６８８億円

となった。 
 

エ 教育費 

 定年年齢の段階的引上げに伴い、令和６年度は退職者数が増加したことによる退

職手当の増加（＋１５８億円）や給与改定による給与費の増加などにより、３９９

億円（＋８.６％）増の５,０２５億円となった。 
 

オ 諸支出金 

地方消費税清算金の増加（＋１０８億円）や地方消費税市町村交付金の増加 

（＋８６億円）などにより、３３１億円（＋９.２％）増の３,９３９億円となった。   
   

第３表  歳出状況（款別） 

（単位：百万円、％） 

款 
令和６年度 令和５年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

議   会   費 3,122 0.1 3,116 0.1 5 0.2 

総   務   費 177,877 8.0 162,410 7.5 15,467 9.5 

民   生   費 431,367 19.3 413,806 19.1 17,561 4.2 

衛   生   費 68,763 3.1 102,813 4.7 △ 34,050 △ 33.1 

労   働   費 4,498 0.2 4,492 0.2 6 0.1 

農 林 水 産 業 費 24,024 1.1 22,844 1.1 1,180 5.2 

商   工   費 22,147 1.0 33,080 1.5 △ 10,934 △ 33.1 

土   木   費 154,965 6.9 154,211 7.1 754 0.5 

警   察   費 160,008 7.2 155,490 7.2 4,517 2.9 

教   育   費 502,466 22.5 462,614 21.4  39,852  8.6 

災 害 復 旧 費 878 0.0 1,320 0.1 △ 442 △ 33.5 

公   債   費 289,360 13.0 289,820 13.4 △ 460 △ 0.2 

諸 支 出 金 393,897 17.6 360,763 16.6 33,134 9.2 

歳 出 合 計 2,233,371 100.0 2,166,780 100.0  66,591 3.1 
※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 
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（２）性質別歳出決算の状況 
 

ア 義務的経費 

  定年年齢の段階的引上げに伴い、令和６年度は退職者数が増加したことや給与改

定による給与費の増加などにより、人件費が４１７億円（＋７.７％）増の 

５,８００億円となった。 

  また、新型コロナウイルス感染症に係る医療費の公費負担が減少したことなどに

より、扶助費が８億円（△１.４％）減の５７８億円となった。 

義務的経費全体では４０４億円（＋４.６％）増の９,２６２億円となった。 
 
イ 投資的経費 

  生活基盤施設耐震化等補助（水道事業者等に対する補助）の制度が、一部国から

の直接補助に変更になったことや、介護基盤緊急整備等特別対策事業費の減少など

により、補助事業が５８億円（△６.５％）減の８２１億円となり、投資的経費全体

では７４億円（△３.５％）減の２,０３９億円となった。 
  

 ウ その他 

  県税交付金の増加などにより補助費等が１７５億円（＋２.０％）増加し、その他

経費全体では、３３６億円（＋３.１％）増の１兆１,０３３億円となった。 
 

 第４表  歳出状況（性質別）                              

（単位：百万円、％） 

区  分 
令和６年度 令和５年度 

増 減 額 増減率 
金  額 構成比 金  額 構成比 

 人件費 580,042 26.0 538,348 24.8 41,693 7.7 

義務的 扶助費 57,844 2.6 58,690 2.7 △ 846 △ 1.4 

経 費 公債費 288,340 12.9 288,788 13.3 △ 448 △ 0.2 

 計 926,225 41.5 885,827 40.9  40,399  4.6 

投資的経費 203,853 9.1 211,289 9.8 △ 7,436 △ 3.5 

そ  の  他 1,103,292 49.4 1,069,664 49.4  33,628 3.1 

合   計 2,233,371 100.0 2,166,780 100.0 66,591 3.1 

  ※百万円未満四捨五入のため、合計とその内訳の計とが合わない場合がある。 

 

 

〔 特 別 会 計 〕 

  公債費特別会計をはじめとする１５の特別会計の収支状況は、次のとおりである。 
 

１  決算規模 
 

歳 入 総 額     １兆２,２９４億６千５百万円  

令和５年度に比べ １７５億６千２百万円の減（△１.４％） 

歳 出 総 額     １兆２,２３４億７千万円 

令和５年度に比べ １８１億３千７百万円の減（△１.５％） 

 

２  決算収支 
 

    歳入歳出差引額（形式収支額）     ５９億９千６百万円 

    実質収支額                    ５８億２千５百万円 
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〔 参 考 〕 

○ 健全化判断比率等（速報値） 

                                       （単位：％） 

指標  令和６年度  令和５年度 増 減 (早期健全化基準)  
実 質 赤 字 比 率 －（黒字） －（黒字） － 3.75 

連結実質赤字比率 －（黒字） －（黒字） － 8.75 

実 質 公 債 費 比 率 11.0 10.8 ＋ 0.2 25.0 

将 来 負 担 比 率 146.9 151.9 △ 5.0 400.0 

資 金 不 足 比 率 
－ 

(資金不足なし) 

－ 

(資金不足なし) 
－ 

20.0 
(経営健全化基準) 

   【用語】 
    実 質 赤 字 比 率：一般会計等に赤字額がある場合に、その赤字額の程度を示す指標 
    連結実質赤字比率：全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、県全体としての赤字額がある場合に、 
               その赤字額の程度を示す指標 
    実 質 公 債 費 比 率：地方債の償還金等の負担が県の標準的な年間収入額に占める割合を示す指標で、 
               償還金等の負担の程度を示すもの 
    将 来 負 担 比 率：一般会計等の地方債残高や出資法人に対する損失補償負担など、県が将来支払う 
               可能性のある負担を県の標準的な年間収入額と比較した指標で、将来の財政負担 
               の程度を示すもの 
    資 金 不 足 比 率：公営企業会計に資金不足がある場合に、その額を公営企業の事業規模と比較した 
               指標 
    早 期 健 全 化 基 準：健全化判断比率等が早期健全化基準(経営健全化基準)以上になった場合には、 
    (経営健全化基準) 財政健全化計画の策定が義務付けられる。 

 

○ 経常収支比率（速報値） 

                 （単位：％） 

令和６年度  令和５年度 増 減 

94.7 95.8 △ 1.1 

   【用語】 
    経常収支比率：普通会計において毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)のうち、毎年度 
             経常的に支出される経費(経常的経費)に充当されたものが占める割合。比率が高いほ 
             ど自由に使える財源の割合が低く、財政構造の硬直化が進んでいるとされる。 
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＜ 問い合わせ先 ＞ 

○ 決算全般について 

会計管理課 

決算担当 芝崎・高橋 

直通 048-830-5735 

代表 048-824-2111 内線 5736 

E-mail：a5750@pref.saitama.lg.jp 

 

○ 県税について 

税務課 

税収調査担当 相川・石原 

直通 048-830-2653 

代表 048-824-2111 内線2660 

E-mail：a2640@pref.saitama.lg.jp 

 

○ 県債、健全化判断比率、経常収支比率等について 

財政課 

調査・条例担当 小林・西島 

直通 048-830-2166 

代表 048-824-2111 内線7539 

E-mail：a2150@pref.saitama.lg.jp 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


